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環境配慮型マネジメントの 定量評価 

  環境パフォーマンス 評価と環境会計   

河 野 正 男 

] . 環境配慮型マネ 、 ジメント 

1992 年にリオ・ デ ‥ジャネイロで 開催された 

国連環境開発会議 い わゆる環境サミット 以来， 

社会一般の環境保全に 関する関心が 高まり，環 
境問題へ対応しない 企業は，今後の 存続が危ぶ 

まれるとの認識がかなり 広範囲に行き 渡った， 

そこで，従来，経営資源として ， ヒト，モノ， 

カネが企業活動の 制約要因と考えられてきたが ， 

近年，これまで 自由財として 無料ないし 低 コス 

トで 使用されてきた 大気や水などの 環境資源が， 

企業活動の制約要因になってきている．つまり ， 

現在，環境資源を 第 4 の経営資源として 認識す 

べき状況になっているといえる。 ． 

企業経営にあ たり，環境資源を 制約要因と考 
えて意思決定することを ，環境配慮型マネジメ 

ント と 呼ぶとにする．企業活動が 環境に与える 

影響を考慮することを ，企業経営における 環境 

の 内部化とすると ，二つの異なる 内部化を区別 

することが有益であ る．すなわち ，質の内部化 

と量の内部化であ る ". 

(1 ) 質の内部化 

これは，一般的ないい 方をすると，環境問題 

への対応にあ たっての経営慣行の 革新すなわち 

環境保全活動を 評価の対象とすることを 意味す 

る． 

1990 年代に入り，ますます 多くの人々が ，環 

境に配慮する 消費者 (greenconsumers) として， 

環境の質や自然保護という 考え方ならびに 持続 

可能な社会という 世代間の公平に 関する原則を 

支持するようになってきたことを 背景として， 

多くの企業が ，環境に関する 規制やその他の 環 

境保全への対応を 障害や迫加的コスト 要因とし 

て 敵対的に見るのではなく ，むしろ企業経営に 

おいて環境に 配慮することを 戦略的機会として 

積極的に考える 26 になりっ っ あ る・ 

例えば，経営戦略として ，エネルギー 効率の 

高い製品や環境に 優しい製品の 開発，環境およ 
び 品質関連の認証取得等による 技術上およびマ 

ーケティンバ 上の優位性の 確立，このための 消 

費者向けの積極的な 広報活動等があ げられう 

る 3) ・ 

また，経営者が 環境保全活動に 関心を寄せる 

ことから，従来の 経営情報に加えて ，環境関連 

の情報の収集，分類，分析および 報告等からな 
る新たなる内部管理システムの 構築が行われる 

ことになるが ，これも質の 内部化の一つといえ 

る ． 

(2) 量の内部化 
これは，環境に 配慮するマネジメントの 結果 

をコストおよび 物量で表示する 試みを意味する． 

質の内部化が 進むにつれて ，量の内部化が 進展 
するものと思われる． 

環境保全活動の 結果を金額で 把握する環境会 

計および主として 物量で把握する 環境パフォー 

マンス評価が ， 既に，先進的企業で 試みられて 

い る・ 

本稿では，会計の 視点からの環境問題への 取 



16  (16) 横浜経営研究 第 21 巻 第 1 . 2 号 (2000) 

0 組みに関心があ り，上述された 二つの内部化 

のうち，量の 内部化に着目する・そこで ，以下， 
環境パフォーマンス 評価に関する 国際規格 

15014031 が昨年 11 月 15 日に発行されたことを 

踏まえて， まず，環境パフォーマンス 評価につ 

い て考察する・ 次いで，環境会計を 取り上げ， 

最後に両者の 関連について 考察する． 

2  環境パフオーマンス 評価に関する 国際規格 

(@S014031) 

(1 ) 国際規格への 取り組み進捗状況 

国連環境開発会議 (UNCED) の要請に 2 0 ， 

環境サミットに 向けて経済界からの 見解を取り 

まとめるために ， 1991 年に持続可能な 開発のた 

めの経済人会議 (BCSD) が設置された． 

BCSD が取りまとめた 提案の一つが ，国際標準 

化機構 (ISO) に対して環境マネジメントに 関 

関する専門委員会 (TC207) を設置し，国際規 

格の制定・発行に 向けて動き出した． 
TC207 で検討が予定された 規格は，環境マネ 

、 ジメント・システム (En ㎡ ronmental 

Management System, EMS) , 環境監査 

(EnVironmenlal Audit,  EA)  および環境パフォ 

ーマンス評価 (En ㎡ ronmental Perform  ance 

Evaluation,  EPE)  等の組織 (organization)  に 

関わるものと ， ライフサイクル・アセスメント 

(LCA) および環境ラベル (EnvironmentalLabel, 

EL) 等の製品・サービスに 関わるものとに 大 

別され， 1996 年 5 月段階で考えられていた 各国 

際規格は， 図 1 に見られる 26 に， EMS を中心 

に関連付けられていた。 、 ． 

当初， RMS および RA に関する規格は 1994 年 

末に制定・発行が 予定されていた．そして ，最 

も遅い制定・ 発行が予定されていたのは RPEJ お 
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図 l  lS014000 シリーズの 全ィ本ィ象 

マネジメントシステム 製品対応の支援ツール 

ライフサ・イクルアセスメント 

@014040: ライフサイクルアセスメントー 原則及び指針 

IS014041 : ラ 11 万 ： セ @ @ 卜 l @@l ト ・ Ⅱ ， 分 析 

rS014042: ライ 7 サイクルアセスメント             

lS014043: ライフサイクルアセスメントー 改善評価 

IS014004: 環境マスジメントシステム 

- 原理．システム 及び支援技術に 関 環境 う ベリンバ 

する一般的指針                     環境 う ベリンバー一般原則 

IS0140 ㎝ : 環境 7 本ンパントジス、 テム                     環境 ラ ハリンバー自己宣言による 環境主張 

- 仕様書 : 利用手引き付 - 用語及び定義 

バ ㎝ 4022: 環境 う ベリシバー自己宣言による 環境玉眼 

一 j シム ・     

Is0140 ㌶ : 環境 う ベリンバー自己宣言による 環境玉帳 

- 試験及び検証方法 

ぽ 0l4024: 環境 う ベリンバー実施者プロバラム 

- マルチ基準。 タイプ 1, プロバラムの 

指導原則．業務及び 承認手続き 

用語及び定義 

評価及び監査手法 

環境パフオーマンス 評価 

KS01% 綴 : 環境パフォーマンス 評価の指針 

環境監査 

IS0140l0: 環境監査の一般原則 
ISO1% Ⅱ : 環境監査の指針 - 監査手順 

- 環境マネジメントシステムの 監査 

I 、 s01%12: 環境監査の指針 - 環境監査の資格基準 

  
( 出典 : 藤代尚武「国際環境規格 TSOU4O00 シリーズの背景と 概要について」産業と 環境． 25 ( 引 ．㎎ gf 年 5 月． 25 頁。 1 部修正     
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表 l  lSo/TC207 ( 環境マネ 、 ジメント ) 規格進捗状況 
2000. 6  . 2 

sc  l 仝両番号 l 規格名称     
2
 
s
c
 

  
IS014011  環境監査の指針一環境マネジメントシステムの 監査手順   
IS014012  環境監査の指針 - 環境監査員のための 資格基準   
DIS14015  サイトアセスメント   IS014010  環境監査の指針 - 一般原則 

ISo 発行   JIS 制定   

96.09.01 96.10.20   
96.09.01 96.10.20 

96.10.01 96.10.20   
96.10.01 96.10.20   
96.10.01 96.10.20   
授六期「 面 @00.0     27 一 00t09.27 

  

  

SC3 

IS014020  環境ラベル - 一般原則   
IS014021  環境ラベル ー 自己宣言による 環境主張 - 用語と定義，シンボル ，試験検証方法   
IS014024  環境ラベル ー 第三者認証による 原則と実施方法   
TR14025 環境ラベルータイプ 11I 

98.08.01 ・ ．   
99.09.15   
99.04.01 ． ． 
- 一 一 一 一 一 一 一 一 

O00315 

99.07.20   
(00.08) 
一 一 一 一 一 一 一 一 一   

(00.08)   
(00.08) 

環境パフオーマンス 評価     
  

5
 
C
 
S
 

IS014040   
IS014041 
- 一 一 一 一 一 一 一 一 - 

TRl4049 
- 一 一 一 一 一 一 一 一 - 

IS014042   
IS014043 
- 一 一 一 一 一 一 一 一 - 

CDl4048   
NPTR14047 

ライフサイクルアセスメント 一一般原則 

  

ライフサイクルアセスメント 一インベントリ 分析 : 一般 

  

ライフサイクルアセスメント 一インベントリ 分析 : 特定 

  

ライフサイクルアセスメント 一影響評価 

  

ライフサイクルアセスメント 一解釈 

  

ライフサイクルアセスメント 一データフォーマット 

  

ライフサイクルアセスメント 一影響評価事例集 

970615 ・ ． 97.11.20   
98.10.01 99.11.20   
00.03.15   
00t03.01 ． ． 

- - 00.03.01 一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一 - - 
コメント期間 00 ． 03.06 ～ 00 ． 06.06   
英国から提案，採択 

SC6 
IS014050  用語と定義 
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 980501  ・・ 981020 
DIS14050Amd. 用語と定義 ( 追補 ) 投票期間 99.12.30 一 00 ． 5.30 

( 出典 : 環境管理規格審議委員会資料 り部 修正 り 

0 組み進捗状況を 示している㊨．「 ISO 発行」欄 

は各規格が制定・ 発行された年月を ，そして 

「 JIS 制定」欄は該当する 国際規格が JIS 化された 

年月を，それぞれ 表示している． 

表 1 に よ り，図 1 に示されている 大方の規格 

が，当初の予定まり 1 一 2 年遅れで制定・ 発行 

されていることがわかる．発行済みの 国際規格 

の中では， EPE に関する国際規格 (IS014031) 

は新しい方に 属する． 

(2) lS014031 の概要 

①環境パフォーマンス 評価 (EPE) 

IS014031 は昨年 11 月に発行をみた． 

IS014001 に遅れること 3 年であ る．組織が ， 

認証のための 国際規格 1S01400l (JIS  Q 

14001) に基づいて EMS を構築する主たる 目的 

は，後述する 環境パフォーマンスを 向上するこ 

とにあ る・ さすれば， 1S014031 は， 1S014001 

0 発行に遅滞なく 発行されることが 望ましいと 

いえる・しかしながら ，その発行は ， TC207 の 

当初のスケジュールにおいても ， 1S014001 よ 

り 3 年程後が予定されていた． EPE は， 

lS014001 に基づく EMS のもとでは，組織の 任 

意 のやり方に委ねられていたとみることができ 

る・ 

lS014031 は，組織内の EPE の設計 (design) 

および利用に 関する指針 (guidance) であ り   
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組織の種類，規模，立地および 複雑さの如何に 広義の定義をしているとみることができる． 

拘わらず，あ らゆる組織に 適用される・ただし ， IS014031 では， EPE を「諸指標を 選択し， デ 

IS014001 と異なり，認証用の 規格ではない・ タ を 収集かつ分析し ，環境パフォーマンス 基 
それゆえ，「 SOU4031 を，組織が RPR に使用する 単 に照らして情報を 評価し報告および 伝達し ， 

か 否かは任意であ る "     そして定期的にこのプロセスを 見直しかつ改善 

LSOU40 、 Wl ・ では，環境パ 「… ， オ マ ン スは 「 組 することによって ，組織の環境パフォーマンス 

織 が行 う 環境側面の管理の 結果」とされる ，     に関する経営者の 意思決定を支援するプロセ 

これに対して ， 1S01400l (JISQ14001) では， ス 」と定義している。 '. この定義のポイントは ， 

環境パフォーマンスを「自らの 環境方針， 目的 RPR が，組織の過去および 現在の環境パフ オ 

及び目標に基づいて ，組織が行 う 環境側面の管 マンスを示す 指な 票による情報と ，それに関わる 

理 に関する，環境マネジメントシステムの 測定 環境パフォーマンス 基準とを比較・ 分析・ 評 

可能な結果」と 定義している ， ， ・前者の規格が 価 ・伝達するための 経営用具という 点にあ る， 

EMS の構築の如何に 拘わらず全ての 組織への 適 の EPE における P  .D  .C  .A サイクル 

用を俳頭においているために ，後者の規格 よ @,) 図 2 は， EPE の概要を示している・ P . D . 

図 2 環境パフオーマンス 評価の概要 

P LAN 

  
環境パフォーマンス 評価の計画 

環境パフォーマンス 評価のための 指標の選択 

DO  データ及び情報の 使用   

  

:  情報の評価   

クガ Ⅰ グイソク クイ 乙 /  % 勿 。 ア グ ーァソズ万ちゆ 吻易厨 Z ガ夕老孝 

( 出典 :IS014301,P.4  (1  部修正 )  ) 
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C . A サイクルにしたがって 説明する． 

まず，計画段階では ， EPE の範囲を特定する 

とともに，環境パフォーマンス 基準，環境パフ 

ォーマンスに 関する情報を 具体的に示す 環境 パ 

フォーマンス 指標の選択等が 求められる． EPE 

の範囲は，組織の 能力および資源に 応じて優先 

度の高 い 活動，製品およびサービスから 着手し 

漸次拡大して い くのが，現実的であ ろう， ". 

環境パフォーマンス 基準は，経営者によって 

設定される・それは ，環境目的， 目標およびそ 

の他任意に設定された 水準 (jntendedleveIs) 等 

からなるⅢ． 

環境パフォーマンスに 関する情報を 具体的に 

示す指標は，下図のような 指標群からなる． 

ECI は「環境に関する 地方的，地域的，国家 

的 あ るいは地球規模の 情報を提供する 特別の表 

現」とされる ". 地方あ るいは地域レベルの 指 

標の例としては 考察中の地方ないし 地域の大気 

中や水中の汚染物質の 濃度が，地球規模の 指標 
の例としてはオゾン 層の厚さや地球の 平均気温 

等 が考えられる ". 

EPI は MPT と OPI に区分される・ MPT は「組織 

の環境パフォーマンスに 影響する経営者の 努力 

に関する情報を 提供する環境パフォーマンス 指 

標」であ り， OPI は「組織の運営に 関する環境 

パフォーマンスについての 情報を提供する 環境 

パフォーマンス 指標」であ る 14,. 

ECI, MPU および OPI 等の指標の相互関係は 図 

4 のように整理される． 

IS014031 では， この規格の利用の 便宜を考 

えて，付録に ， MPU および OPI が例示されてい 

るので，以下に 抜粋して紹介する． 

"""   。   

* 方針および行動計画の 履行                         達成され 

た 環境目的・目標数，環境目的・ 目標を達成 

している組織数等 

* 要求適合・                       規制遵守の程度，解決ない 

し未解決の確認済みの 改善行動数，監査の 頻 

度等 

求 財務パフォーマンス                         製品目ないしプロ 

図 3  日 PE に関する諸指標 

  

環境状態指標 

(ECI:@Envionment3@   Condii   n@Indi   ators) 

EPE に関する諸指標 

環境パフォーマンス 指標 

(EPI:@Envionment3@   Performance@Indi   ators) 

マネジメント・パフォーマンス 指標 

(MP Ⅰ     Management@Performance@Indicators) 

オペレーショナル・パフォーマンス 指標 

(OP Ⅰ     OperaLonal@Performance@Indi   ators) 

( 出典 :IS014031 より作成 ) 
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セス の環境側面に 関わるコスト ( 運営コスト サービス提供者によって 使用されたリサイク 

および資本コスト ), 環境改善プロジェクト ル 可能・再利用可能原材料 量等 

の 投資収益率，省資源・ 汚染の予防あ るいは ホ 施設および設備                         分解容易性・リサ ィ 

節約 額 ・回避 額 ・売却額，環境パフォーマン クル・再利用等を 意図した部品を 組み込んだ 

スに 合致する新製品ないし 副産物の販売収益， 設備 数 ，特定の設備の 年間運転時間数等 

重大な環境的意義を 有するプロジェクトに 関 ホ調達と配送                         自家用車の平均燃料消費 

わる研究開発願，組織の 財政状態に重大な 影 量 ，汚染軽減装置装備の 車両数等 

響 をもたらす可能性のあ る環境負債 ( 筆者 ネ 製品                         リサイクル・ 再利用可能製品数， 

注 : この項は，次節の 環境会計と関連するの 特定製品 中 のリサイクル・ 再利用可能部分の 

で 全項目を掲載Ⅰ 比率等 

ネ コミュニティ 関係‥…・環境関連問題に 関する 求 組織が提供するサービス                         1 m' 当りの 

質問 数 ，組織の環境パフォーマンスに 関する 洗剤使用量 ( 洗浄サービス 提供組織の場合 ) 

新聞報道数等 ホ木                         年間 ツ 製品 1 単位当り木使用量， 

OPI@lJ       年間当り危険・リサイクル・ 再利用排水量等 

ホ原材料                         製品 1 単位あ たり原材料使用 ネ 排出物                         年間 ヅ 製品 1 単位当り各種 排 

量 ，加工済み・リサイクル・ 再利用原材料 使 出物量，大気へ 放出されたエネルギー 量 等 

用量等 次ぎに，実施段階であ るが，この段階は ，図 

ネ エネルギー                         年間あ たり． " 製品 1 単位 2 に見られるごとく ，①選択された 諸指標に関 

あ たりエネルギー 使用量， ェ ネルギ一別使用 達 したデータの 収集 ②データの分析と 組織の 

量等 環境パフォーマンスを 記述する情報 ( 指標 ) へ 

本組織の運営を 支援するサービス                         サ一 の データの転換 ③組織の環境パフォーマンス 

ビス提供者に 2 0 使用された危険原材料 量 ， 基準と指標を 対比することに よ り環境パフォー 

図 4  組織のマネ 、 ジメント、 オペレーション 及び環境状態の 相互関係 

組 織 

環境状態及び ( 環境パフオーマンス 指標Ⅱ P@) 

その他のソースー ------ 組織におけるマネ 、 ジメント (MP@)   
( 三 Cl)     

く インプット ン く アウトプット ン 

利害関係者 

  材料 

  エネルギー 

  サービス   
供 給 

組織におけるオペレー、 ン 

(OP け 

  物理的な 
施設及び装置 

  

ノ
 
"
 

 
 

製品 
サービス 

廃棄物 
排出物   
放 出 

  " " " " " 廿 

    

  ) = 主旨 ネ票     情報の流れ   
  組織の オ ベレーション へ のインプットあ るいは 

組織のオペレーションからのアウトプットの 流れ 
  決定の流れ 

咄 ， 典 : 河野正男監修・ 日本機械工業連合会編『 IS014031 対応環境バフオーマンス 評価チェックリストロ 
日刊工業新聞社． 1998 年， 7 頁 @ ， 部 修正 )   
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マンスを記述する 情報の評価 ④組織の環境パ 

フォーマンスを 記述する情報の 報告と伝達等の 

プロセスからなる㊥． 

最後の点検・ 見直し段階では ，費用の有効性 

と 達成された便益，環境パフォーマンス 基準に 

対する進捗度，環境パフォーマンス 基準の妥当 

性，選択した EPE 指標の妥当性，データの 源 

泉・収集方法・ 質 等の項目の見直しが 考えられ 

る 18). 

以上が， 1S014031 の概要であ る． 

IS014001 と同様に，経営管理の 視点から， P. 

D .C . A サイクルに 2 0EPE が実施され， EPE 

の継続的改善の 達成が意図されている． EPE の 

実施に当り環境パフォーマンスを 記述する情報 

としての指標が 大きな役割を 果たすことに 着目 

したい・さらに ，例示を見てきたように ，多く 

の指標は物量的指標であ るが， MPI として財務 

的指標も考慮されていることも 強調しておきた 

レ Ⅰ ・ 

3
 環境会計の展開 

昨年 11 月に環境庁より「環境保全コストの 把 

握及び公表に 関するガイドライン ( 中間取りま 

とめ ) 」 ( 以下，ガイドライン 案 ) が公表されて 

以来，環境会計への 関心が急速に 高まった．環 

境報告書で環境会計情報を 開示した企業数は 90 

社を超えた 蛾 ．将来，平成 ml 年度は「環境会計 

元年」といわれうるであ ろう，㈲．仝年 5 月，上 

述のガイドライン 案が成案とされ ，環境庁より 

「環境会計システムの 確立に向けて (20(M0 年報 

告 ) 」 ( 以下，ガイドライン ) が発表されたこと 

もあ り，環境会計情報を 開示する企業数はさら 

に 増加するものと 思われる． 

企業が取り組んでいる 環境会計は，覚部環境 

会計と内部環境会計に 区分されうる．外部環境 

会計は，企業覚部の 利害関係者に 向けての環境 
会計情報の開示に 関わる取り組み 分野を，内部 

環境会計は，経営者の 意思決定に役立つ 環境会 

計情報の収集，分析および 管理への利用ならび 

に様々な管理手法の 開発・利用等への 取り組み 

分野を，それぞれ 意味する． 

環境会計は ， 未だ据籠 期 にあ り，外部，内部 

の両環境会計分野が 裁然 と区分されているわけ 

ではない．わが 国の現状を見ると ，外部環境会 

計が先行している 感があ る．いずれにしても   

外部環境会計と 内部環境会計のバランスのとれ 

た発展が望まれる． 

以下，前節で 議論した環境パフォーマンス 評 

価を念頭において ，外部環境会計および 内部環 

境 会計に共通する 事項について 取り上げ，環境 

会計の紹介とする． 

(1 ) 環境保全活動の 範囲 

環境保全関連のコスト ( 以下，環境保全コス 

ト ) を把握するには ，まず，環境保全活動の 内 

容を明らかにする 必要があ る．環境会計に 関す 

る会計基準がなりことから ，企業が任意に 環境 

保全活動を定義することができるが ，環境庁の 

ガイドラインに 定義があ るので，それを 利用す 

ることも可能であ る，ガイドラインでは ，環境 

保全を「環境負荷，すなわち ，事業活動その 他 

の人の活動に 伴って生じる 相当広範囲にわたる 

環境に加えられる 影響であ って，環境の 良好な 

状態を維持する 上での支障の 原因となる恐れの 

あ るもの ( 以下「環境負荷」と 言います． ) の 

発生の防止，発生の 抑制，影響の 除去，発生し 

た被害の回復又はこれらに 資する取組」と 定義 

し，具体的に ，公害防止，地球環境保全，資源 
循環およびその 他の環境保全に 分け，説明して 

いる 21). 

(2) 環境保全コストの 分類 

環境保全活動を 特定し，これらの 活動に関わ 

るコストを環境保全コストとして 把握し得た場 

合 ，次ぎに，経営管理および 企業外部の利害関 

係者への開示のいずれの 視点からも，把握され 

た環境保全コストを 有効利用するためには ，こ 

れらのコストを ，一定の観点から 分類する必要 

があ る・環境会計情報の 開示が始まったばかり 

であ るので，未だ 企業外部の利害関係者がいか 

なるコスト情報を 望んでいるかは 定かではない． 

経営管理の視点からは ，先述した公害防止， 地 
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球 環境保全，資源循環，その 他の環境保全等の 

環境保全活動 別 分類や，研究開発，生産，管理， 

配送，廃棄・ 処分等の企業の 経常的活動利分類 

等が考えられうる．参考までに ，ガイドライン 

では，次ぎの 分類がされている ". 

①生産・サービス 活動により事業エリア 内で生 

じる環境負荷を 抑制する環境保全コスト ( 略 

称 : 事業エリア 内 コスト ) 

②生産・サービス 活動に伴ってその 上流又は下 

流 で生じる環境負荷を 抑制するための 環境保 

全コスト ( 略称 : 上 ・下流コスト ) 

③管理活動における 環境保全コスト ( 略称 : 管 

理活動コスト ) 

④研究開発活動における 環境保全コスト ( 略 

称 : 研究開発コスト ) 

⑤社会活動における 環境保全コスト ( 略称 : 社 

会活動コスト ) 

⑥環境損傷に 対応するコスト ( 略称 : 環境損傷 

コスト ) 

なお，ガイドラインでは ，、 3) の事業エリア 内 

コストは，さらに ，公害防止コスト ，地球環境 

保全コストおよび 資源循環コストに 小分類され 

うるとしている． 

(3) 環境保全コストの 測定 

実務上，環境保全コストとその 他のコストを 

区分することは 困難な場合が 多い，末端処理施 

設のように，環境保全活動のみに 使用される機 

械，設備および 施設等に関わる 減価償却 費 や人 

件費等の コストは容易に 把握することができる・ 

しかしながら ，同一の機械や 設備が，生産目的 

と環境負荷の 予防・抑制等の 目的の双方の 機能 

を有している 場合， コストが複合的なコスト 

(jointcost) として発生するために ，複合的な 

コストから環境保全コストを 区分する必要があ 

る． この区分が難事であ る場合が多い．このよ 

うな場合も，環境保全コストをできる 限り適切 

に区分して把握することが 原則とされる・ 

複合的なコストから 環境保全コストを 区分す 

ることの困難を 見越して，実践上の 理由から   

ガイドラインでは ，按分集計，簡便法による 集 

計 ( 例えば， 25%, 50%, 75% 等の按分比率を 

予め定めておき ，最も妥当な 比率を採用 ), 特 
記付き全額計上等の 区分法を提示している ". 

(4) 環境保全対策に 伴う経済効果 

経営管理の視点からは ，環境保全活動を 行っ 

て 費やした費用とその 経済効果を対比すること 

に関心があ ろう．ガイドラインでは ，確実な根 

拠に基づいて 算出される経済効果と 仮定的な計 

算に基づく経済効果に 分けて議論している． 前 

者の経済効果は ，環境対策を 実施することに 伴 

って経営上プラスの 経済効果が実質的に 発生す 

る場合で， リサイクル等で 得られた有価初等の 

売却による事業収益の 増加や省資源・ 省エネル 

ギ一などによる 費用の節減等の 例が考えられる． 

ガイドラインでは ， これら こ 経済効果の開示に 

ついては異論はない 立場をとっている． 

後者の経済効果の 典型 何 としては，予防的な 

環境対策を実施することによって 回避される罰 

金，土壌汚染の 修復費用等の 偶発的な環境損傷 
コスト ( リスク回避による 経済効果 ) があ げら 

れうる．ガイドラインでは ，後者の経済効果に 

ついては，内部管理目的の 利用は問題ないとし 

ても，それらを 敢えて開示する 場合には，前者 

の 経済効果と区別し ， か つ 算定根拠を示すこと 

を 求めている ".. 

4  環境パフォーマンス 評価と環境会計 

企業の環境保全活動の 結果すなわち 環境パフ 

オーマンスを 評価する方法としては 以下の 3 種 

の方法が考えられる． 

(1 ) 物量情報に基づく 評価方法 

第 2 節で紹介した 1S014031 が提案している 

EPE の方法が典型例としてあ げられうる・ しか 

しながら，見てきたごとく ， IS014031 は， MPI 

の例として財務パフォーマンスの 指標を上げて 

いることから ，物量情報に 基づく評価だけでは 

なく，金額情報による 評価も考慮していること 

は 指摘しておきたい． 

エコロジカル・アカウンティン グ の名称の下 

に，環境パフォーマンスを 物量情報のみで 評価 
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する方法がドイツ 語圏で開発，使用されてい 

る ". 企業活動への 役 人物および製品や 環境負 

荷をもたらす 排出物を含む 産出物を全て 物量で 

把握，分析，評価する 方法であ る，原語では ， 

エコビランツ (Okobilanz) とも呼ばれてい 

る 26). ライフサイクル ，アセスメント (LCA) 

によく似た方法であ ることから， " アカウンテ 

ィン グ " と言う語を使用することには 抵抗があ 

る ・ 

(2) 金額情報に基づく 評価方法 

前節で紹介した よ うに，環境パフォーマンス 

を，経済効果を 含めて，金額情報のみに 基づい 

て 評価する方法であ る，環境庁が 昨年発表した 

ガイドライン 寒や，環境会計情報のみを 環境報 

告書で開示しているケースがこの 例としてあ げ 

られうる．この 評価方法は， (3) で紹介する 

方法への過渡期の 方法と見ることができる． 

この方法が採用されたのは ，ガイドライン 案 

では，環境会計の 取り組みにあ たり， まずは 環 

境 保全コストの 把握の取り組みを 重視したため 

であ り， また，環境会計への 取り組みに着手し 

た企業でも， まずは環境保全コストがどれほど 

の金額に達しているかを 知ることから 始めたた 

めと思われる．これらの 企業の多くが ，環境報 

告書の別の個所で ，環境パフォーマンスに 関す 

る物量情報を 開示していることから ，早晩，金 

額情報と物量情報の 統合が行われるものと 予想、 

される． 

(3) 物量情報と金額情報を 関連付けた評価方 
法 

環境パフォーマンスを 適切に把握するには ， 

物量情報と金額情報を 相互に関連させることが 

望ましいことは 言うまでもない． 1S014031 が 

財務パフォーマンスの 指標を MPT の例としてあ 

げていることは ， このような趣旨を 踏まえての 

ことであ ろう． 

環境庁のガイドラインは ，ガイドライン 案で 

は考慮されていなかった 物量情報の把握に 言及 

している・すなわち 環境保全対策に 関わる効果 

を物量で把握する 場合を「環境保全効果」と よ 

び ，関連するコストと 対応させることを 求めて 

いる．すなわち ，前節で紹介された 6 種の環境 

保全コスト分類中の①事業エリア 内 コストおよ 

び② 上 ・下流コストに 対応して①事業エリア 内 

で 生じる環境保全効果 ( 事業エリア 内 効果 ) お 

よび② 上 ・下流で生じる 環境保全効果 ( 上 ・下 

流効果 ) を，現段階では ，まず把握することを 

薦めている．その 他のコスト分類については ， 

現段階では，③その 他の効果として 一括されて 

いる． 

①の環境保全効果は ，公害防止関係 ( 環境汚 

染物質 (NOx, COD 等 ) の排出量，有害性があ 

る化学物質の 排出量・移動量 等 ), 地球環境保 

全関係 ( 温室効果ガス 排出量，エネルギー 使用 

量等 ) および資源循環関係 ( 廃棄物等排出量， 

廃棄物最終処分量，大使用量等 ) などに分けて ， 

物量に関わる 参考指標 側 が紹介されている 拐 ． 

②の上・下流効果については ，グリーン購入 

量等 ，有害性があ る化学物質の 使用量，製品に 

関する指標 ( 回収量， リサイクルのための 分解 

時間等 ), 再生利用量または 最終処分量などの 
参考指標 側 が示されている． 

ガイドラインが 環境保全対策に 伴 う 経済効果 

をも考慮に入れていることは 前節で紹介したと 

おりであ る．かくして ， ガイドラインが 想定し 

ている環境会計の 枠組みは，図 5 のように示す 

ことができる・さらに ，図 6 は，この枠組みに 

依拠して想定されている 環境会計、 ンステムであ 

る・ 

ガイドラインの 意図する環境会計、 ンステムは ， 

「企業等の環境保全対策が 財務パフォーマンス 

と関連する部分であ る環境保全コスト 及び環境 

保全対策に伴う 経済効果 ( 経費節約，事業収益 

等 ) に加え，企業の 環境パフォーマンス 指標の 

一部であ る環境保全効果データを 体系的に整理 

する仕組み」とされる ",. 

企業の環境パフォーマンスを 評価する 3 種の 

方法について 紹介した・環境保全活動 ( 環境保 

全対策 ) が ， 主として環境汚染物質の 排出の防 

止および抑制等を 眼目として行われることを 考 
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/ ㍉環境保全のための 投資額及び費用 額 例 ) 環境汚染物質排出量削減量 

例 ) 事業エリア 内 コスト 資源・ ェ ネルギ一節約 量 
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(t 出典 : 環境庁「ガイドライン」 6 頁Ⅰ 

図 6  ガイドラインの 環境会計システム 

環境会計、 ンステム 

  

財務 
環境後室 フヌ / 

環境 
パフォーマンス 環境保全対策の を定量的に把握 費用と効果 ( 測定 ) し 、 燐 老後 拾 易者 パフォーマンス 

瞬き 廣娩イツ が 姥 ㌃分析し、 公表する仕組み 
伊グ 。 努 %% 篆 

( 出典 : 環境庁「ガイドライン」 7 頁 ) 

慮 すると，物量指標に よ る評価方法を 確立する 全活動の効率性および 有効性の把握の 視点から， 

ことが重要とかえる．経営管理の 視点からは， 限界があ る・金額情報と 物量情報の関連付けて 
環境保全活動の 進展に伴い増大する 環境保全 コ の 評価が必要であ る， 

ストの管理やその 経済効果に関心が 寄せられる・ この場合，会計の 視点からは，ガイドライン 

しかしながら ，環境保全活動を 環境保全コスト のように， コスト情報を 中心に，物量情報を 関 

および経済効果のみで 評価することは ，環境保 違付けて評価する 方法が重視されるが ， 
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rS014031 における EPE のように，物量情報を 中 

心に金額情報を 関連付けて評価することも 考え 

られうる．いずれの 評価方法を採用するかは 企 

業の自由であ る．二つの評価方法は 相互に排除 

するものではないので ，実践上は，物量情報と 

金額情報に対する 重み付けは異なるとしても   

二つの評価方法を 統合して，環境保全活動の 評 

価 が行われることになろ う ． 
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